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◯34 番（松野 隆）登壇 私は、我が党の石田正明議員の代表質問を補足し、高齢者施策

と教育問題についてお尋ねします。 

 まず、高齢者施策に関し、介護予防事業と住宅確保についてお尋ねします。 

 平成 18 年４月に、介護保険制度の一部改正により予防重視型システムへの転換を目的と

し、新予防給付事業、地域支援事業が始まりました。要支援、要介護１の軽度利用者への家

事サービスが自立への妨げになり、要介護状態の改善につながっていないという統計に基

づき、高齢者がいつまでもお元気で、できるだけ地域社会で自立できるよう、今後、本格的

な取り組みが期待されております。健康づくりに主眼を置いた介護予防健診と 20 年度から

導入される特定健診は、同時にふえ続ける医療給付、介護給付と保険料上昇を抑制する観点

からも事業の成否が注目されております。 

 そこでお尋ねします。本市における介護予防事業対象となる方はどういう方ですか。生活

機能が低下していて介護が必要となるおそれのある虚弱な高齢者と定義される特定高齢者

を把握するため、本市では昨年の７月から９月にかけて医師が特定高齢者を判定する際に

高齢者が記入する、国が定める 25 項目のチェックリスト及び項目を絞った介護予防連絡票

を使用し、市内２カ所の地区においてモデル事業が実施されております。平成 19 年度現在、

本市における介護予防事業の進捗状況について、対象高齢者の把握数と、その結果、生活機

能低下の可能性のある候補者数、さらに地域包括支援センターにおいて介護予防サービス

が必要であると判断された人数をお答えください。 

 続いて、現在、市内 28 カ所に設置されている地域包括支援センターについて、事業内容

と１事業所当たりの人員体制、担当エリア内の高齢者人数及び担当エリア内の人数の少な

いところと多いところをお示しください。 

 次に、高齢者の住宅確保についてお尋ねします。 

 現在、国、県、本市におきましては、少子化対策における子育て支援事業の拡大に向けさ

まざまな取り組みがなされております。一方、日本の高齢社会は世界でもまれに見る早さで

到来し、今後さらに伸び続けます。ここ数年、高齢者を取り巻く環境が大きく変化し続ける

中で、高齢者の皆さんの生活に対する不安感は大きくなる一方です。特に年金だけが生活の

糧である高齢者で、持ち家がなく賃貸住宅にお住まいの単身、夫婦のみの世帯にとりまして、

収入に占める家賃負担は生活を最も圧迫し、将来不安を助長する大きな要因の１つとなっ

ています。核家族化が進んだ結果、これからもふえ続ける高齢者の住宅確保は、市民生活の

セーフティーネットを担う本市にとりまして今後の重要な課題であると思われます。まず、

本市の平均寿命について男女別にお答えください。 

 次に、本市における 65 歳以上人口並びに 75 歳以上人口、それぞれの人数と総人口に占

める割合についてお示しください。その中で単身世帯と夫婦のみ世帯数は何世帯になりま

すか。また、本市の５年後、10 年後の高齢者数予測についてお答えください。 



 同じく、脳血管、糖尿病などの疾患により身体に障がいを負われる方がふえ、身体障がい

者の中でも 65 歳以上の高齢者の占める割合が増加しているのではないかと思います。そこ

で、現在掌握されている 65 歳以上の障がい者数と全障がい者に対する割合についてもそれ

ぞれお示しください。 

 高齢者のいる世帯のうち、持ち家世帯数と借家世帯数はどうなっておりますか。続いて、

現在、本市における賃貸住宅総数と空き家数について、公営、公団公社、民間別にお知らせ

ください。本市市営住宅の建設予定について及び本市の公営住宅借り上げ制度の現状、あわ

せて現在、高齢者向け賃貸住宅の主なものについてどのような制度があるのかお答えくだ

さい。 

 次に、教育問題に関し、教職員の勤務の実態について、学校給食について、読み聞かせに

ついて質問いたします。 

 去る２月 16 日、新聞各紙１面に文部科学省が小中学校の新学習指導要領案を発表との見

出しが躍りました。57 力国、地城の 15 歳を対象に３年に１度行われる国際学習到達度調査

において、台湾などアジア諸国の順位が飛躍する一方で、日本が前回調査から軒並み順位を

落としたことなどを背景とし、脱ゆとり教育とも言われております。ゆとり教育に対する評

価は専門家により分かれますが、授業時間も１割増しとなり、21 年度から理数系の一部と

道徳教育は先行実施される予定です。来年度の周知期間、21 年度からの移行措置期間を経、

実施までの間に新しい制度に対応できる環境整備ができなければ、教育現場が混乱し、結果

として子どもたちに影響することになると考えます。言いかえれば、今教育現場が抱える課

題をどう乗り越えるのかとの現場からの発想と努力が大変重要であります。 

 そこでまず、教職員の勤務の実態についてお尋ねします。 

 小中学校及び特別支援学校において、平成 19 年度に２週間以上病気で休んだ教職員の数

は何名か伺います。このうち、休職者及びこれに占める精神疾患による休職者数とその割合

についてお答えください。教員が病気休暇を取得した場合の代替教員の配置制度について

お答えください。また、小中学校において司書教諭及び特別支援教育コーディネーターのう

ち、学級担任をしている教員数とその割合についてお尋ねします。 

 次に、学校給食についてです。 

 学校給食について、多くの中学生の保護者から、子どもたちが給食を食べる時間が余りに

短いことをぜひ改善してほしいと、私も会派の同僚議員も相談をたびたび受けております。

保護者の話では、学校給食センターの食器回収ルートが決まっており、最初に回収に来る学

校の生徒は常に短時間での食事を余儀なくされているとお聞きしました。現在、市内の 68

中学校のうち 65 校においてセンター方式による学校給食が実施されておりますが、市内４

カ所の学校給食センターのうち、１センター当たり調理、配送を行う学校数、学校までの配

送時間、学校での給食時間について、また実態として、通常の給食時間 30 分に対して、一

番長い学校と一番短い学校との食事時間の差は何分ほどあるのかお答えください。 

 読み聞かせについてお尋ねします。 



 授業前の 10 分間、生徒と教師が読みたい本を読む朝の読書運動は、1988 年、千葉県の私

立女子高校の林公、大塚笑子両教諭による初めての取り組みに端を発し、2001 年 12 月、国

において子ども読書活動推進法が成立。現在、全国の学校で活動が大きく広がり、その成果

について数多くの報告がなされております。同法の基本理念において、すべての子どもがあ

らゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動を行うことができるよう、積極的に

そのための環境の整備が推進されなければならないとあり、国及び地方公共団体の責務に

ついても明記されております。 

 そこで、本市における取り組みについてお尋ねします。 

 小中学校における読み聞かせについて、本市ではどのような取り組みがなされておりま

すか。全学校数に対する学校司書の配置数及び読み聞かせ実施学校数と、実施学校数に占め

る読み聞かせボランティアの参加数の割合についてお答えください。 

 以上で１問目を終わり、２問目からは自席にて行います。 

◯副議長（久保 浩） 石井保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（石井幸充） まず、介護予防事業についてのお尋ねでございますが、この

事業は一般高齢者施策と特定高齢者施策を実施してございまして、一般高齢者施策は高齢

者全員を対象とし、一方、特定高齢者施策は要介護状態になるおそれの高い虚弱な高齢者を

対象としております。なお、特定高齢者の決定につきましては、生活機能低下を把握する基

本チェックリストと医学的評価等を踏まえて地域包括支援センターで行っております。 

 次に、特定高齢者についてでございますが、昨年 12 月現在把握する、これは基本チェッ

クリストの実施者でございますが、２万 8,067 人、生活機能低下の可能性のある候補者は

2,775 人、うちサービスが必要であると判断された方は 1,462 人となってございます。 

 次に、地域包括支援センターの事業内容でございますが、まず包括的支援事業として１つ

は特定高齢者の介護予防マネジメント、２つ目に高齢者や家族などへの総合的な相談、支援、

３つとして高齢者の権利擁護、４つが包括的、継続的ケアマネジメントの４事業と要支援１

及び２の認定者の予防給付ケアマネジメントとなっております。また、１事業所当たりの職

員体制につきましては、直営の地域包括支援センターにおきましては 12 ないし 13 人、委

託の地域包括支援センターにつきましては４名から７名という状況になっております。な

お、担当エリア内の高齢者人数及び少ないところと多いところの人数につきましては、昨年

９月末現在でございますが、平均の高齢者人数は約 8,000 人、多いところの人数は１万 834

人、少ないところで 4,619 人となっております。 

 次に、本市におきます男女別の平均寿命でございますが、厚生労働省の平成 17 年都道府

県別生命表によりますと、男性が 79.2 歳、女性が 86.3 歳というふうになってございます。 

 続きまして、高齢者人口等についてのお尋ねでございますが、平成 17 年の国勢調査によ

りますと、本市におきます、まず 65 歳以上の高齢者人口は 21 万 3,380 人、総人口に対す

る割合は 15.2％、75 歳以上の高齢者人口は９万 3,453 人で総人口に対する割合は 6.7％と

いうふうになっております。また、65 歳以上の高齢者の中で高齢者単身世帯は４万 5,461



世帯、高齢者夫婦のみの世帯は３万 8,881 世帯となっております。なお、65 歳以上の高齢

者数の予測につきましては、福岡市の将来人口予測調査報告書によりますと、平成 22 年は

約 24 万 8,000 人、平成 27 年で約 29 万 9,000 人となっております。 

 次に、65 歳以上の身体障がい者の状況でございますが、平成 12 年度及び 17 年度に実施

いたしました実態調査によりますと、平成 12 年度で障がい者数は１万 5,659 人、障がい者

全体に占める割合は 48.4％。続きまして、平成 17 年度で障がい者数で２万 3,044 人、割合

で 58.3％というふうになっております。 

 最後に、65 歳以上の高齢者の持ち家世帯数と借家世帯数でございますが、平成 17 年の国

勢調査によりますと 65 歳以上の親族がいる世帯 14 万 6,734 世帯で、そのうち持ち家世帯

が９万 7,898 世帯、借家世帯が４万 8,836 世帯というふうになっております。以上でござい

ます。 

◯副議長（久保 浩） 松井建築局長。 

◯建築局長（松井愛人） 高齢者の住宅確保についてお答えいたします。 

 本市における賃貸住宅総数につきましては、平成 17 年の国勢調査におきましては約 37

万 6,000 戸となっております。その内訳は、公営住宅等が約３万 5,000 戸、都市再生機構及

び住宅供給公社の住宅が約３万 3,000 戸、民間住宅が約 28 万 1,000 戸、その他社宅などが

約２万 7,000 戸となっております。また、賃貸住宅の空き家数につきましては、その内訳は

把握しておりませんが、平成 15 年の住宅・土地統計調査では総数で約５万 5,000 戸となっ

ております。 

 次に、本市の市営住宅につきましては、原則として新規建設は行わず、市営住宅ストック

総合活用計画に基づきまして、既存ストックの建てかえ、改善などを計画的に進めることと

しておりまして、平成 18 年度から 27 年度の計画期間中に約 2,000 戸の建てかえを予定い

たしております。 

 次に、借上公営住宅につきましては、民間の土地所有者等が新築する賃貸住宅を公営住宅

として一定期間借り上げる制度でございまして、本市におきましては、都心部等における高

齢者の住宅対策のため、平成８年度から 12 年度の間に 11 団地、119 戸を借り上げ、現在、

管理を行っております。 

 次に、高齢者向け賃貸住宅につきましては、高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づ

き制度化されておりまして、高齢者の入居を拒まない住宅として、高齢者円滑入居賃貸住宅、

このうち専ら高齢者を賃借人とする高齢者専用賃貸住宅、この高齢者賃貸住宅のうち、バリ

アフリー化され、緊急時対応サービスの利用が可能で、その整備費用等につきまして国や自

治体が助成を行う高齢者向け優良賃貸住宅がございます。本市におきましては、この高齢者

向け優良賃貸住宅が 86 戸となっております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） まず、教職員の勤務実態の御質問にお答えいたします。 

 小学校、中学校及び特別支援学校において、平成 19 年４月から平成 20 年２月末現在ま



でに２週間以上の病気休暇または病気休職を取得した教職員数は 237名となっております。

このうち休職者数は 83 名で、うち 56 名が精神疾患による休職であり、その割合は 67.5％

となっております。また、代替教員の配置につきましては、病気休暇の期間が２週間を超え

る場合に、学校からの申請に基づき、担任外教員の人数や同一教科を担当する教員の授業時

数の状況などを考慮した上で、配置期間や勤務時間数について県教育委員会が決定し、県費

負担により配置されております。 

 次に、司書教諭についてでございますが、小学校では司書教諭 143 名のうち学級担任が

133 名で、その割合は 93％、中学校では同じく 65 名のうち 47 名で、その割合は 72.3％と

なっております。また、特別支援教育コーディネーターについてですが、小学校ではコーデ

ィネーター146 名のうち学級担任が 116 名で、その割合は 79.5％、中学校では同じく 68 名

のうち 57 名で、その割合は 83.8％となっております。 

 次に、中学校給食についてでございますが、１つの給食センター当たりの調理配送を行う

中学校数でございますが、４センターのうち３センターが 16 校、１センターが 17 校の調

理配送を行っており、学校までの配送時間は平均すると約 30 分になっております。給食時

間は 25 分が１校、30 分が 59 校、35 分が５校となっております。また、実際の食事時間で

すが、一番長い学校が約 15 分、短い学校が約 10 分で約５分の差となっております。 

 次に、学校司書の配置数につきましては、現在 15 人の学校司書が１人２校担当し、合計

30 校に配置しております。学校司書は同一校を３年間の配置期間終了後、新規校に配置が

えを行うこととしておりますので、平成 19 年度までの学校司書配置校の累積は、小中学校

214 校中 60 校となっております。また、読み聞かせを実施している学校数は、小学校 146

校中 138 校、中学校は 68 校中９校となっており、そのうちボランティアが参加している割

合は、小学校で 91.3％、中学校では 100％となっております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） 介護予防充実の大前提は、全地域における実態の把握であります。

先述しました特定高齢者把握のモデル事業は、民生委員や老人クラブ、福岡市歯科医師会、

福岡市薬剤師会などの協力を得て実施されましたけれども、現在、地域での潜在的ニーズの

掘り起こしは、地域包括支援センターの課題としてスタッフの皆さんに御尽力をいただい

ております。しかし、現状は保健師さん、実際に判定を行うケアマネージャーさん合わせて

１事業所当たり五、六名で実務に当たっておられ、とても担当地城の掘り起こしを網羅でき

るような体制ではないのが実情です。本市高齢者人口が約 22 万人に対し、答弁では把握数

は２万 8,000 人と、全体の１割強です。本来、特定高齢者かどうかの実態は、既に要介護状

態の高齢者などを除いてすべての方に行わなければ把握できないと思います。地域との人

間関係が希薄な高齢者も少なからずおられる中、センター任せ、地域任せでは実態把握は

遅々として進まず、制度そのものが形骸化してしまうおそれもあります。したがいまして、

市内全体のセンター数の増加と人員の大幅な確保は、当該事業の進展を図る上でどうして

も必要であると思います。同事業を実効性あるものにするため目標年次を定め、年々の計画



に沿って体制の強化を図るべきであると考えますが、御所見をお伺いします。 

 さらに、高齢者にとりまして介護予防や地域包括支援センターに対する基本的な知識は

十分ではありません。私も高齢者の皆さんにお尋ねしますと、全く知らない方やおぼろげに

理解している方、また、地域包括支援センターへの理解度は悲しいほど少ない状況でした。

そこで、高齢者に、制度とあわせて地域包括支援センターへの理解を深めてもらうため、周

知の徹底を行うべきだと思います。地域包括支援センターというかたいイメージを与える

ネーミングも、実態の一翼を担っているように思われます。そこで、例えば地域や高齢者に

親しまれるようなセンターの新たな名称やイメージキャラクターを市民に公募してはいか

がでしょうか。話題づくりにより、周知と同時に地域包括支援センターが介護に関する地域

拠点として定着し、高齢者がみずから問い合わせや立ち寄りを行い、スタッフとの関係構築

を図れるなど普及啓発効果が期待できるのではないでしょうか。御回答をお願いします。 

 現在、一般高齢者を含むすべての世代の健康増進を目的に、区独自に体操を考案するなど

の取り組みを行っていただいております。南区において、多くの市民の皆さんや専門学校の

学生の皆さんの御協力を得、昨年 12 月に南区健康体操が完成し、長く、広く親しまれ、南

区民の健康増進に貢献することを願っておりますが、このような取り組みは各区により特

色がある一方、取り組みが十分でない区もあるようです。どの区民にとりましても健康増進

への流れを加速するため、本市の共通の対策が必要だと思いますが、今後の取り組みをお示

しください。 

 次に、高齢者の住宅確保について、65 歳以上の高齢者人口予測では、平成 17 年度から 10

年後の平成 27 年には５％強も伸び、総人口の約２割以上、身体障がい者においては既に半

数以上が高齢者であるということですが、驚くべき速さで高齢化が進んでおります。障がい

者当事者や御家族にとりまして、やがて身の回りの手助けをしてくれる家族を失うときの

ことを思うと、その不安感はいかほどであるかと感じます。高齢者にとりましても、ひとり

暮らしになったときの生活に対する不安要素の軽減は心身の健康にも大切なことです。先

日お会いした高齢者は、お嬢さんと２人で家賃を折半し、比較的家賃が高い民間の住宅に住

んでおられます。ところが、お嬢さんの経済事情が急変し、家賃負担ができなくなりました。

別のお子さんは家業が立ち行かなくなり相談もできないので、現在、おひとりで住める低家

賃の住宅を探しておられますが、御主人も亡くなり、年金収入では貯金もできず、引っ越し

費用もない、低家賃の民間住宅も市営住宅もあきがないなど、さまざまな困難に直面してお

られます。ほかの高齢者の方々からは、先々、子どもや兄弟の家族と同居できれば心配も要

りませんが、子どもの経済事情でかないませんとか、環境の変化への心配などから、遠方に

いる子どもと一緒には住めないとのお話もお聞きしました。 

 このように、年金収入のみの高齢者が住宅に困窮したり、何らかの事情により持ち家を手

放し、転居を余儀なくされたときなど、状況やニーズの多様性に対応できる安価で住環境が

整った賃貸住宅や救済制度は多ければ多いほどよいと思います。今、全国的に介護つき住居

等の建設が進んでおります。入居に際し条件が合わず、契約に至らない例も数多く見られる



ようです。また、高齢者住宅財団等におきましても、高齢者向け賃貸住宅制度は幾つかある

ものの、ストック数の不足、長年住みなれた地域を離れることへの抵抗、家主による入居拒

否など制度が十分に機能しておらず、高齢者の住宅確保はいまだ大変厳しい現状にありま

す。本市におきまして、課題を抱える高齢者の救済制度として社会福祉協議会が行うあんし

ん居住サービス制度がありますが、事業内容と利用の際の費用、年間相談件数と実際の利用

実績数を過去３年間についてお答えください。 

 国や本市において高齢者向け住宅制度は幾つかありますが、どれも課題の根本解決に至

らない一番の原因は保証人や身元引受人の確保の難しさにあります。この点について御見

解をお聞きします。 

 市営住宅は、高齢者に限らず子育て中の若い世代や多くの住宅困窮者も対象であり、既に

供給能力は限界に近づきつつあります。本市には介護賃貸住宅ＮＰＯセンターという、民間

でありながらさまざまな理由で住宅の確保が困難な高齢者に低家賃の住宅あっせんを行う、

高齢者にも本市にとりましても大変心強い団体があります。定期的に入居者に対する見回

りサービスも行われております。入居の条件として乳酸菌飲料を契約購入していただき、週

３回の配達時に体調や安否に変化があれば連絡を入れてもらうなど、入居者の健康状態と

安全確認にきめ細かな工夫をされております。また、賃借人が亡くなられた後の課題である

遺品の処分を請け負う民間業者も出てきております。高齢者が住宅探しを行う際に一番お

困りなのは、どこに何を聞けばよいかということです。公営、民間を問わず、より多くの空

き家情報やどんな手続やどんな書類が必要なのかといった情報や住宅全般について相談で

きる窓口はありますか。民間活力の導入促進、ＮＰＯとの協働など本格的な共助の流れを構

築するために助成を行うなど、今後、具体的な計画があればお示しください。 

 また、入居者が病気で入院し、家賃が払えなくなった場合や何らかの事情で家賃を滞納し

てしまった際、さらに遺品の処分に係る経費がないなどの緊急時に家主側が利用できるよ

うな公的ファンドの設立を本市においてぜひ検討していただきたいと思います。そのこと

で高齢者への住宅供給が促進されると思いますが、いかがでしょうか。 

 次に、教育問題であります。 

 現在、学校現場が抱える課題の中で大きなものは、教員の負担が大き過ぎることではない

でしょうか。教員の絶対数が不足する中、１人当たりの仕事量は増し、体調を崩され休職し、

残りの教員がさらに忙しくなるという悪循環に陥っております。今回、多くの先生方から現

場の実態について御意見を伺いました。先生方は、人と予算がないと担任の仕事がふえ続け

ると言われておりました。本市教育予算は 10 年前、約 670 億円であったのが、平成 19 年

決算額は約 420 億円と大幅に減額されています。学校現場では、実験器具、体育用具も足

りず、全体予算がカットされる中、例えば新しい授業科目が導入される際に必要な用具の購

入があるからと予算の増額はなく、校内の予算委員会でやりくりしながら捻出するなどの

御苦労は日常茶飯事だそうです。また、教員が病気休暇をとっても、その期聞が２週間未満

の場合、代替教員は配置されず、２週間を超える場合でも非常勤購師の配置なので学級担任



はできません。このため学級担任が病気で休む場合は、担任を持たないほかの教員が担任に

入ることになります。しかし、本来の業務もあり、時間をやりくりしながら何とか子どもた

ちと触れ合う時間を捻出しているそうです。ましてや、代替教員が配置されない２週間程度

の病気の場合、まじめで熱心な先生ほど、休暇を取得することで悩みを抱えるそうです。 

 そこでお尋ねしますが、20 年度に行う教職員メンタルヘルスマネジメントの内容につい

てお示しください。 

 公明党も長年、教育予算の増額を訴えてまいりました。来年度予算は耐震対策や大規模改

修事業などで対前年比 4.7％増となり、それ自体は喜ぶべきことですが、学校現場の実態や

ニーズはどれほど反映されているのでしょうか。もともと少ない予算を削らずに実験用具

や新しい教科に必要な用具購入も含め、学校予算の確保はできないのでしょうか。代替教員

の配置条件も緩和されることで教員の精神的負担も少なくなると思います。あわせて御見

解を伺います。 

 次に、学校給食についてです。 

 今回の質問に際し、市内の中学校１、２年生と卒業生、保護者から生の声を集めてみまし

たので、その一部を御紹介させていただきます。 

 １年生男子、たくさん食べたいが足りない、食べる時間が短い。女子、冷めていておいし

くない、食べる時間が短い、４時間目が長くなると立ち食い状態になることがある。２年生

男子、センターが食器を取りに１番に来るから食べる時間が短い、量が少ない、部活が始ま

る時間にはおなかがすいている。女子、食べているというより流し込んでいる感じ、時間が

短く食べた気がしない、メニューは多いが、冷めていて味が感じられない、センターの人が

待っているから早く食べろと言われる、小学校は温かくておいしかった、食事をしている感

じがした。卒業生、食べる時間が５分ということもあった、いつも量が少ないと感じていた

が、休みの人がいるといつもより多く食べられた、食器が悪過ぎる、等の意見でした。保護

者からは、とにかく改善してほしい、給食が１時というのは遅くないのか、食事らしい食事

をさせたい、食育が大切にされているとは思えないという声でした。 

 子どもたちと保護者の声が実態としてどうなのかを検証するため、先日、公明党市議団で

市内の中学校の視察を行い、その際、給食もいただいてまいりました。 

 当日の様子を御紹介しますと、４時間目終了後、12 時 45 分から１クラス 10 人の当番の

生徒たちが順次給食の受け所に整然と集まり、給食を受け取ります。教室に戻り配ぜんが終

わり次第、食事の開始。開始時間は３年生のクラスは、ほぼ 13 時５分でした。13 時 15 分

に給食終了のチャイムが鳴り、片づけ始めて 13 時半には全クラスがほぼ受け所に食器の返

却を終了しておりました。したがいまして、子どもや保護者からお聞きしたとおり 10 分間

が正味の食事時間です。 

 生徒たちに食べる時間について聞いてみると、皆、短いと明るく笑い、男子生徒は量が足

りません、保温状態については、ほぼ冷えぎみという答えでした。子どもたちの明るさに救

われた気がしました。大人が考えるほど子どもたちは気にしていないのかなと思いました



が、実際は長年の習慣により、この環境にならされているのだと思います。どう考えても、

やはり 10 分は短いと思います。女子生徒の１人は、５分のときもありますと教えてくれま

した。ある先生も、何とか少しでも長く生徒に食べさせてあげたいんですとおっしゃってい

ました。栄養士さんや現場の先生方が生徒たちに心を砕き、いろんな工夫をされていること

もわかりましたが、他の多くの先生方も改善の必要性は感じながらも現実に対応すること

で精いっぱいのようです。１日の決められた時問の中でいかに給食時間を確保するかは簡

単なようで難しいことかもしれませんが、別の中学校に聞いてみますと 15 分長く給食時間

をつくっておられました。また、現行の給食センターの配食、回収ルート、保温法にも改善

の余地はあると思います。別の中学校は、食事が遅い生徒が食べ終えてからクラス分の食器

の返却を行っております。これは、給食センターの回収時間がほかの学校より遅いから可能

なのです。センターの時間に子どもたちが合わせるのではなく、子どもたちの時間にセンタ

ーが合わせるべきです。 

 食育基本法において、食育は生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎とな

るべきものとうたわれています。また、本市学校給食公社のホームページには、学校給食法

第２条には、「日常生活における食事について、正しい理解と望ましい習慣を養うこと。」と

明記してあります。食習慣が、一番の成長期に当たる子どもたちの身体と精神の成長に与え

る影響をどうお考えでしょうか。やがて成長し、親となり、福岡市の未来を支えてくれる子

どもたちに、せめて温かい食事をゆっくり食べさせてあげたくないですか。改めて市内すべ

ての中学校の給食時間の実態調査を行い、できるだけ先生方の負担をふやさずに、すべての

生徒たちに平等に時間の確保ができるよう改善に取り組んでください。当局の前向きな御

回答をお願いします。 

 読み聞かせについて、本市の小中学校でボランティアとして活動されている方々にお話

を伺いました。学校ボランティアの皆さんは、子どもたちへの読み聞かせの重要性を肌で感

じ、教員の人手不足が深刻な中、さきの答弁にありましたように、参加割合が小学校では

91.3％、中学校では 100％と、学校における貴重な戦力として大変に御尽力をいただいてお

ります。朝の 10 分間読書では学期ごとに数回、子どもたちに本を読み、全クラスに年１回

程度行うお話し会では、本の内容を暗記して子どもたちに聞かせる語りや、手遊び、詩の朗

読などを行い、子どもたちがより読書に親しむよう、お話し会でのプログラム作成や会場の

飾りつけなど環境づくりにも工夫を凝らしておられます。御自分たちの活動を通じ、読み聞

かせの定着に最も必要と感じておられることは、学校司書の配置です。教員が大変忙しい中、

読み聞かせの定着には欠かせない存在であると思います。教育委員会によりますと、今の体

制で全小学校に学校司書を配置した場合の予算額は約 7,700 万円という試算結果でした。

ぜひとも学校司書を全校に配置すべきだと思いますが、いかがでしょうか、御所見を伺いま

す。また、学校任せではなく、家庭では親が子に行う読み聞かせも大切であることから、親

を対象としたお話し会も実施し、子どもへの読書の重要性の啓発が行われておりますが、参

加者は全般的に少ないそうです。親が読書の重要性について認識を深めるため、現在どのよ



うな啓発を行っているのか、あわせてお尋ねします。 

 現在、お話し会は昼休みなどを利用し、図書室や音楽室で行われているところが多いそう

ですが、図書室では他の本がたくさんあることから意外と子どもたちが語りに集中できな

かったり、音楽室では別の子どもが練習するピアノの邪魔になったり等の課題もあります。

市内数校では既に読み聞かせ専用に教室を設置されておりますが、今後、空き教室等を利用

し専用教室の設置を行われてはいかがでしょうか、お答えください。 

 以上で２問目を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 石井保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（石井幸充） まず、地域包括支援センターの増員、増設等についてでござ

いますが、これまでもケアプランの作成業務等を踏まえた増員等の運営体制の強化を図っ

てきたところでございますが、高齢者の総合相談や特定高齢者の把握を含めた介護予防法

ケアマネジメント等を的確に推進していくため、来年度、第４期の福岡市介護保険事業計画

を策定いたしますので、その中で検討してまいりたいというふうに考えております。 

 次に、介護予防の制度と地域包括支援センターの周知、啓発につきましては、広報紙を初

め、出前講座、公民館事業等々さまざまな機会をとらえて実施をしているところでございま

す。しかし、市民への周知は大変重要なことでございます。そういった意味で身近な施設と

して地域住民の方々に親しまれるよう、今後、愛称等も含めまして、その効果的な方法につ

いて検討してまいりたいと思います。 

 次に、健康づくり事業につきましては、各区や各校区において地域や関係者等との共働の

もと、南区の健康体操を初め、その他の区におきましても、メタボリックシンドロームの予

防や食育推進など目標を定め、日ごろから情報交換を行いながら創意工夫し、地域の特性に

応じた特色ある事業に取り組まれております。全市的な取り組みといたしましては、健診、

各種がん検診、健康増進教室、転倒予防教室などのほか、歩きたくなるまちづくり事業とし

て、全区でウオーキングコースの整備やマップを作成するなどウオーキングによる健康づ

くりが取り組まれております。今後とも地域の特色を生かしながら、地域住民だれもが参加

したくなり、触れ合いと交流を感じさせる健康づくり事業を企画、立案し、その推進に努め

てまいりたいというふうに考えております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松井建築局長。 

◯建築局長（松井愛人） まず、１問目の答弁に誤りがございましたので、訂正させていた

だきます。借上公営住宅の戸数を 119 戸というふうに御答弁申し上げましたけれども、199

戸が正しゅうございますので、訂正させていただきます。 

 それでは、高齢者の住宅確保についてお答えいたします。 

 社会福祉協議会が行うあんしん居住サービス制度には、見守りサービスと預託金による

サービスがございます。見守りサービスは、電話や訪問による安否確認や日常生活に関する

相談に応じる生活支援サービスなどでございまして、利用料金は１カ月500円、年間で6,000

円となっております。 



 次に、預託金によるサービスにつきましては、利用者が亡くなられた場合に葬儀の実施や

残存家財の処分を行う、いわゆる身元引受人にかわるサービスでございまして、預託金は１

件当たり 30 万円を基本としております。 

 次に、あんしん居住サービスに関する過去３年間の相談件数につきましては、平成 17 年

度 237 件、18 年度 176 件、19 年度は１月末まででございますが 149 件でございまして、

事業を開始した平成 15 年からの累計は 1,095 件となっております。また、利用契約件数に

つきましては、平成 17 年度 20 件、18 年度 14 件、19 年度１月末までに 12 件となってお

りまして、現在 53 件の利用者が契約を継続されております。 

 次に、保証人や身元引受人についてお答えいたします。連帯保証人につきましては、その

確保の困難さのため、近年では民間保証会社による家賃債務保証が連帯保証人にかわるサ

ービスとして普及しつつございます。また、身元引受人につきましては、現在、社会福祉協

議会が行うあんしん居住サービス制度のほか、ＮＰＯによる同様のサービスも始まってお

りまして、社会福祉協議会ではそのＮＰＯの紹介も行っておるところでございます。民間賃

貸住宅の活用を図っていく上では、このようなサービスの周知や適切な普及も必要かと考

えております。 

 次に、相談窓口についてでございます。公営、民間を問わず空き家情報や手続など相談で

きる総合的な窓口は現在ございませんが、社会福祉協議会のあんしん生活支援センターで

は、公的住宅や民間住宅の事業者等の窓口を紹介しております。また、住宅供給公社におき

ましては、来社された方の相談に応じてインターネットにより民間賃貸住宅情報がごらん

いただけるよう対応しているところでございます。 

 次に、高齢者の住宅居住支援につきまして、民間活力の導入促進、ＮＰＯとの共働、公的

ファンドの設立といった御提案がございました。市といたしましては、平成 20年度に行政、

公的賃貸住宅の各事業主体、住宅管理会社などの民間賃貸住宅事業者、ＮＰＯ等の民間団体

などから成る居住支援協議会を設立するということにしておりまして、その中で御提案の

趣旨も踏まえ、情報公開や意見交換などを行いながら、民間賃貸住宅の利用促進策などにつ

いて検討を進めてまいります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） まず、教職員の勤務実態の御質問でございますが、平成 20 年度の

教職員メンタルヘルスマネジメントの内容についてでございますが、予防策として管理職

研修やメンタルヘルスの専門講師による校内研修の実施を行ってまいります。また、休職者

に対しましては、保健師の資格を有する教職員健康管理専門員が休職中から復帰後半年間

にわたり指導、支援を行うとともに、復帰後は復職支援の非常勤講師を配置して、円滑な職

務遂行能力の回復を図ってまいります。 

 次に、学校現場における教材費につきましては、平成 20 年度は平成 18 年度、19 年度を

上回る予算を確保しております。また、学校長による自主的な予算編成や年度中途での予算

の組み替えなど、予算の弾力的な運用により教材整備の財源確保に努めております。今後と



も、学校が自律的かつ特色のある学校運営ができるよう予算確保に努めてまいります。 

 次に、教員が病気休暇を取得した場合の代替教員の配置についてですが、病気休暇が２週

間未満の場合であっても、学校の実情に応じて代替教員の配置が行われるとともに、配置さ

れる代替教員の勤務時間の充実が図られるなど、その配置条件の緩和についてさまざまな

機会を通じて県教育委員会に要望してまいります。 

 次に、給食時間の確保についてですが、食事をとる時間として 10 分から 15 分はおおむ

ね確保されているところですが、現在、実態調査を行っておりますので、その調査結果も踏

まえ、学校の規模や生徒の実態等に応じて食事時間を確保するよう努めてまいります。また、

食器等の配送や回収につきましては、時間に余裕を持たせた計画を立て、給食時間を確保す

るように努めておりますが、教員の負担をふやさない形でさらに徹底してまいります。 

 次に、学校司書を全校に配置すべきとの御指摘でございますが、学校図書館教育を充実し

ていくための人的配置は非常に重要なことであると認識しております。現在、国の委嘱を受

けた学校図書館支援センター推進事業の中で、学校図書館におけるボランティアや地域人

材の活用、他校の学校図書館運営への支援のあり方などについて調査研究を行っていると

ころであります。本市における学校司書の効果的な配置方法等についても、事業の成果を踏

まえ、検討してまいります。 

 また、家庭での読書につきましては、毎月 23 日を福岡市子どもと本の日と定め、それぞ

れの家庭において子どもと保護者がともに読書に親しむよう啓発を行うとともに、総合図

書館や各区の分館などにおいてお話し会を実施しております。また、親子で読書の大切さや

楽しさを体験できるよう、毎年、子ども読書フォーラムを開催しております。学校におきま

しては、平成 19 年度にすべての家庭に家庭教育支援パンフレットを配布したり、保護者会

等で読書の大切さについて説明したりするなどして啓発を行っております。 

 また、お話し会専用の教室についてでございますが、現在、各学校では空き教室等を少人

数指導の学習や総合的な学習の時間、読書活動等において幅広く利用しております。今後と

も、読書活動において積極的に空き教室の活用が図られるよう努めてまいります。以上でご

ざいます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） ３問目です。 

 今、多くの高齢者は変化の連続に対応できず、将来への不安が募るばかりだと思います。

高齢者の方がいつまでもお元気に長年住みなれた地域で安心して暮らしていけるよう、介

護予防事業のさらなる充実が必要だと考えます。また、住みなれた地域でついの住みかを確

保できれば、高齢者の安心感も増し、大変喜ばれると思います。人生の晩年に住まいという

切実な課題で悩まなければならないほど悲しいことはありません。高齢者が安心して暮ら

せるよう、安価な住宅を確保できるよう、先ほどの居住支援協議会における今後の取り組み

を注目したいと思います。高齢者施策として、介護予防の充実と住宅確保の取り組みについ

て市長の答弁を求めます。 



 教育問題について、さきの先生の中に、子どもたちは昔も今も変わっていません、純粋で

みんないい子ですと涙を浮かべながら語っておられた姿がとても印象的でした。子どもに

対し真剣で一生懸命だから教育現楊の現状に我慢できないのではないでしょうか。少なく

とも私が接した先生からは、自分が楽をしたいとか、わがままを言っているということはみ

じんも感じられませんでした。むしろ、もっと子どもたちと触れ合い、交流したいのに、現

状がそれを許さないのだと思います。私も恩師との思い出は今も強烈に残っております。で

も、今の子どもたちはどうなのかと、ふと心配になります。読書により子どもたちが落ちつ

き、いじめも少なくなり、教師と生徒の信頼感もぐっと増すそうであります。 

 ２月 19 日付毎日新聞のコラム「発信箱」にこんな記事がありました。筆者のお母さんが

幼いころ、雨のため校庭で体操できなくなり、教室で先生が「ああ無情」を読み聞かせてく

れた。息を潜め、ためらいながら銀の食器に手を伸ばすしぐさ。天を仰ぎ改心するさま。後

年、お母さんがそのときの先生のしぐさをまね、感動を回顧する姿に、子どもの心をノック

し想像や思念の扉を開くのは、やはり先生の力だ。筆者の思い出を通し、それと意識せず教

え子やその子孫の心にまで種をまく、それこそ教師という仕事の妙だとありました。ぜひと

も先生の個性とありのままの姿で子どもたちと触れ合える環境をつくってください。学校

の現状にしても食事時間にしても、このような現状が改善されずに、果たして目前に控えた

新しい学習指導要領が奏功するのでしょうか。教育長の御所見をお聞かせください。 

 最後に、吉田市長にお尋ねします。 

 私はここまで、教育現場が抱える今日的な課題である食育と給食時間の問題、教員の負担

と教員配置などの問題、そして読書活動の推進の問題について質問をしてまいりました。ま

ず、食育の観点につきましては、福岡市食育推進会議の会長として食育を推進すべき立場に

おられる市長として、給食時間の現状と課題についてどのようにお考えになるのかお尋ね

します。また、学習指導要領の改訂を問近に控え、教員の休職者の７割が精神疾患によるも

のであるとの現状を踏まえ、ますます負担が増加する教員の配置の充実や、読書活動の推進

に向けた体制の強化についてどのように取り組んでいかれるのか、最後に市長の御決意を

お伺いしまして、私の質問を終わらせていただきます。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 学校教育についての御質問をいただきましたけれども、教師が子ど

もと触れ合い、心を通わせることは、互いの信頼関係を築く上からも大変重要であると認識

しております。そのための環境づくりにつきましては、少人数指導教員や小学校専科教員の

配置、教師用パソコンの整備、学校における校務分掌、組織や学校事務の改善などにより、

教師が子どもたちと向き合う時間の確保に取り組んでまいります。また、子どもたちにとっ

ても、給食時間などにゆとりを持てるよう努めてまいります。今後とも教育環境の整備に努

め、教師と子どもの触れ合いを大切にした教育を行い、改訂学習指導要領が円滑に実施でき

るよう取り組んでまいります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 吉田市長。 



◯市長（吉田 宏） 最初の高齢者の住宅のお尋ねです。 

 御指摘のように、特に独居で暮らしていらっしゃるお年寄りが、どんどんというか、すご

いスピードでふえておりまして、先ほど答弁にもありましたけど、さらにこのスピードは高

まって、多くの方がおひとりで人生の終末を迎えるという、そういう現状が迫っておりまし

て、大変大きな問題だと思っています。その前に、お年寄りで身障者の方もふえてきている

という現状、そこにはやはり介護予防を含めた事前の、やはり地域でのお年寄りのケアとい

いますか、お年寄り自身が健康を保っていただくための仕組みづくりも大変必要で、そのた

めにこの地域包括支援センターの機能というものをやはり強化していかなければいけない

と思っております。この一番身近な地域密着型サービスというふうに言えばいいんでしょ

うか、この基盤をやはりしっかりとつくっていこうということにしていきたいと思ってお

ります。 

 住宅のほうですけれども、確かに民間の住宅もあきがあると。そして市営住宅、それから

公的な住宅と、いろいろ含めて全体でもっとやれることがあるんではないかと。つまり、ニ

ーズがあって供給する側も少しそういう状況にあるわけで、その意味では居住支援協議会、

今度、ここをやっぱり中心に、新しい老人向けの住宅政策というのは、その中から生まれて

こなきゃいけないと思っておりまして、これは必ずいい知恵が出るのではないかというふ

うに思っております。 

 それから、教育全般というか幾つか御指摘がございました。 

 まず、食育からですけれども、食育推進協議会の会長としての立場ということも御指摘で

すが、食育のやはり大切さというのは、子どもが育っていくために食べて育っていくわけで

すから、大変重要であることは間違いがないわけです。先ほど御指摘の５分間で食べろとい

うか、食べると、これはやはり、しっかり消化をするという意味からも、健康を維持する、

そして中学生ですからこれから体力をつくっていかなきゃいけない、その中でそういう短

い時間でやっている学校が多いとすれば、これはやっぱりゆゆしき問題だと思います。今、

調査もしているようですし、今の現体制のサービスというか、供給の仕方を急には変えられ

ないでしょうけれども、今の仕組みの中で、できるだけ長い時間、ゆっくり味わうことも含

めて給食の時間が確保できるように、それはもう当然やっていかなければいけないと思い

ます。 

 それから、教員の今置かれている現状の話です。私も、同じように今の教員のメンタルヘ

ルスについては、大変大きな問題だと思っております。市の職員にとってもそうですけど、

市のほうでは今、高田副市長を中心に委員会を立ち上げてメンタルの部分まで含めてやっ

ていこうということをやっていますが、教職員も本当に同じで、御指摘のように心の病を得

てしまう方も多いと。その背景には、やはり先生たちは一生懸命責任感があってやっていく

中で、一方で非常に大きな仕事の量を背負わされているということは、これはその相関関係

は否めないんではないかなと、就任以来、そのことには着目をして考えておりますが、多分、

事務作業量を含めて多いんじゃないかと。そういうことで来年度の予算には、少しでも教員



の事務作業が減らされるようにパソコンの配備とか新しい仕組みづくりについて予算化も

したところでありまして、私どもも同じように議員御指摘の問題意識は強く持っておりま

す。先生がしっかり十分に働いていただける環境をつくらない限り、子どもが育つというこ

とはないというふうに考えております。 

 最後の読書についてですが、やはり読書、活字を通していろんな知識を得ていくというこ

とですけれども、今のテレビを中心としたような映像も確かにいいんですけど、やはり読書

を通して子どもの創造性、想像力が膨らんでいくと思います。それがやがて抽象的な思考に

たえ得るだけの、学力を超えた知識を生む力につながっていくと。そのための読書というの

は本当に大事なんですが、御指摘のように、一部でかぎがかかったままの図書室があったり

するのも事実でして、そのことは先ほどからの教員の配置の問題であるとか、全体の教員数

の問題とかということにつながると、一連の同じ問題だと思いますね。ですから、そこはこ

れからきちんと教員が子どもに向き合うということの中の一環ですので、教育委員会とも

連携を図りながら、できるだけ教育環境の改善に努めていって、本があるのに本が読めない

とか、先生が時間がないから図書館をあけられないとか、また読み聞かせのボランティアだ

けに頼っていくというのもどうかという、そういう問題意識も十分に持っておりますので、

教育委員会と連携しまして環境の整備に努めていきたいと思います。以上です。 

 


